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目標：適正体重を維持している人の増加目標：適正体重を維持している人の増加

＜ 肥満者の割合 ＞

「健康日本２１」に掲げる目標の進捗状況「健康日本２１」に掲げる目標の進捗状況「健康日本２１」に掲げる目標の進捗状況

栄養・食生活

目標：朝食を欠食する人の減少目標：朝食を欠食する人の減少

＜ 欠食する人の割合（３０歳代男性） ＞
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＜ 野菜摂取量（※） ＞

目標：野菜の摂取量の増加（成人１日）目標：野菜の摂取量の増加（成人１日）

策定時 暫定直近実績値 目標値g／日

Ｈ９国民栄養調査 Ｈ１６国民健康・栄養調査
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％ 策定時 暫定直近実績値 目標値
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Ｈ９国民栄養調査 Ｈ１６国民健康・栄養調査 Ｈ９国民栄養調査 Ｈ１６国民健康・栄養調査

％

男性２０～６０歳代

※ 調査時期であるH16年は、生鮮野菜の価格が例年よりかなり上回った（指定野菜の価格は前年比190%：東京都中央卸売市場における卸売り価格動向）。
なお、H15年調査では293ｇであった。
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＜ 日常生活における歩数 ＞

＜ 運動習慣者の割合 ＞

身体活動・運動

目標：日常生活における歩数の増加（成人）目標：日常生活における歩数の増加（成人）

目標：目標：運動習慣者運動習慣者の増加の増加（成人）（成人）
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生活習慣の変化や高齢者の増加等によって・・・

→ 生活習慣病の有病者・予備群が増加

◎生活習慣病の現状 （粗い推計）

・糖尿病 ：強く疑われる者 ８２０万人
可能性が否定できない者 １０５０万人

（平成１８年調査結果）

・高血圧症：有病者 ３９７０万人
正常高値血圧者 ２０００万人

（平成１８年調査結果）

・脂質異常症：３０００万人

・脳卒中 ：死亡者数 １３万人／年
・心筋梗塞：死亡者数 ５万人／年
・がん ：がん死亡者数 ３１万人／年

（例：胃５万人、大腸４万人、肺６万人）

例えば、糖尿病が強く疑われる人は９年間で１３０万
人（約１９％）増加、可能性が否定できない人を加え
ると５００万人（約３６％）増加している。

生活習慣病の有病者・予備群の現状生活習慣病の有病者・予備群の現状生活習慣病の有病者・予備群の現状

参考）糖尿病実態調査、国民健康・栄養調査

万人
＜ 糖尿病有病者数 ＞
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ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ（内臓脂肪症候群）が強く疑われる者（腹囲≧85cm＋項目２つ以上該当)[％]
男性

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）該当者・予備群の状況

（厚生労働省

平成１８年国民健康・栄養調査結果）

40～74歳については、男性の２人に１人、女性の５人に１人が、メタボリックシンド
ローム（内臓脂肪症候群）が強く疑われる者（該当者）又は予備群と考えられる者であり、
該当者数 約９６０万人 予備群者数 約９８０万人
併せて 約1,9４0万人 と推定される。

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）が強く疑われる者
腹囲が男性85cm以上、女性90cm以上で、３つの項目（血中脂質、血圧、血糖）のうち２つ以上の項目に該当する者

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の予備群と考えられる者
腹囲が男性85cm以上、女性90cm以上で、３つの項目（血中脂質、血圧、血糖）のうち１つに該当する者

４
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生活習慣病の医療費と死亡数割合

生活習慣病は、国民医療費の約３割を占め、死亡数割合では約６割を占める。

（注）国民医療費（平成15年度）、わが国の慢性透析療法の現況（2003年12月31日）等により作成 （注）人口動態統計（平成15年）により作成

医療費（平成15年度）

生活習慣病・・・１０．２兆円

死因別死亡割合（平成15年）

生活習慣病・・・６１．０％

その他 21.3兆円

国民医療費 31.5兆円

その他 39.0％

糖尿病（糖尿病の合併症を含む）

1.９兆円

脳血管疾患 2.0兆円

虚血性心疾患 0.8兆円

高血圧性疾患

2.8兆円

悪性新生物

2.8兆円

悪性新生物 30.5％

虚血性心疾患 15.7％

脳血管疾患 13.0％
糖尿病 1.3％

高血圧性疾患 0.5％

生活習慣病の医療費と死亡数割合生活習慣病の医療費と死亡数割合生活習慣病の医療費と死亡数割合

５



医 療 費 の 増 加

主要因は老人医療費の増加

老人増

１人当たり老人医療費＝若人の５倍

１人当たり老人医療費は都道府県により大きな格差（平均７５万円、最高：福岡県約９０万円、最低：長野県約６０万円）

１ 人 当 た り 外 来 医 療 費 の 増 （ 寄 与 度 の 約 ５ 割 ）

生活習慣病を中心とする外来受診者の受診行動

内臓脂肪型肥満に起因する生活習慣病患者・予備群の増加

１ 人 当 た り 入 院 医 療 費 の 増 （ 寄 与 度 の 約 ５ 割 ）

病 床 数 の 多 さ （ 平 均 在 院 日 数 の 長 さ ）

在 宅 （ 自 宅 で な い 在 宅 含 む ） 療 養 率 の 低 さ

要

因

分

析

・ 医 療 機 能 の 分 化 ・ 連 携

・ 地 域 に お け る 高 齢 者 の 生 活 機 能 の 重 視

取

組

の

体

系

生 活 習 慣 病 対 策

急 性 期

回 復 期

療 養 期

在宅療養

連携
介護提供体制

①保険者と地域の連携した一貫した健康づくりの普
及啓発

②網羅的で効率的な健診

③ハイリスクグループの個別的保健指導

医 療 費 増 加 の 構 図医医 療療 費費 増増 加加 のの 構構 図図

６



①血糖 a 空腹時血糖100mg/dl以上 又は ｂ HbA1ｃの場合 5.2％ 以上 又は ｃ 薬剤治療を受けている場合(質問票より）
②脂質 a 中性脂肪150mg/dl以上 又は b HDLコレステロール40mg/dl未満 又は c 薬剤治療を受けている場合 (質問票より）
③血圧 a 収縮期血圧130mmHg以上 又は b 拡張期血圧85mmHg以上 又は c 薬剤治療を受けている場合(質問票より）

④質問票 喫煙歴あり （①から③のリスクが１つ以上の場合にのみカウント）

・腹囲 M≧85cm、F≧90cm → （１）
・腹囲 M＜85cm、F＜90cm かつ BMI≧25 → （２）

（１）の場合 ①～④のリスクのうち
追加リスクが ２以上の対象者は 積極的支援レベル

１の対象者は 動機づけ支援レベル
０の対象者は 情報提供レベル とする。

（２）の場合 ①～④のリスクのうち
追加リスクが ３以上の対象者は 積極的支援レベル

１又は２の対象者は 動機づけ支援レベル
０の対象者は 情報提供レベル とする。

ステップ１

○ ステップ１、２から保健指導対象者をグループ分け

○ 内臓脂肪蓄積に着目してリスクを判定

ステップ２

ステップ３

保健指導対象者の選定と階層化（その１）

７



○服薬中の者については、医療保険者による特定保健指導
の対象としない。

（理 由）
○継続的に医療機関を受診しており、栄養、運動等を含めた必要な保健指導については、医療機関に

おいて継続的な医学的管理の一環として行われることが適当であるため。

（参 考）
○特定保健指導とは別に、医療保険者が、生活習慣病の有病者・予備群を減少させるために、必要と

判断した場合には、主治医の依頼又は、了解の下に、保健指導を行うことができる。

○市町村の一般衛生部門においては、主治医の依頼又は、了解の下に、医療保険者と連携し、健診
データ・レセプトデータ等に基づき、必要に応じて、服薬中の住民に対する保健指導を行う。

○前期高齢者（６５歳以上７５歳未満）については、積極的支
援の対象となった場合でも動機づけ支援とする。

（理 由）
①予防効果が多く期待できる６５歳までに、特定保健指導が既に行われてきていると考えられること、
②日常生活動作能力、運動機能等を踏まえ、ＱＯＬの低下に配慮した生活習慣の改善が重要である

こと 等

ステップ４

保健指導対象者の選定と階層化（その２）

８
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＜現行＞ ＜改正後（平成２０年度より）＞

老人保健法

高齢者に対する医療給付

老人拠出金制度等

市町村による健診等の
保健事業

公費による助成

老人保健法の
目的や趣旨を
踏襲しつつ、
それを発展させ
るものとして、
「高齢者の医療
の確保に関する
法律」へと改正

健康増進法等

国民の健康増進に関する
基本方針等の作成

市町村による生活習慣相
談や生活習慣病以外の
健診等の実施

高齢者の医療の確保に関する法律

市町村等医療保険者による生活
習慣病健診・保健指導の義務化

※健保被扶養者も対象
公費による助成

高齢者に対する医療給付
後期高齢者医療制度
前期高齢者医療財政調整

医療費適正化の推進

老人保健法の改正内容
－ 生活習慣病健診・保健指導を医療保険者に義務化、他の各種健診や保健事業も引き続き漏れなく実施 －

老人保健法の改正内容老人保健法の改正内容
－－ 生活習慣病健診・保健指導を医療保険者に義務化、他の各種健診や保健事業も引き続き漏れなく実施生活習慣病健診・保健指導を医療保険者に義務化、他の各種健診や保健事業も引き続き漏れなく実施 －－

健康増進法等

国民の健康増進に関する
基本方針等の作成

市町村による生活習慣相
談等の実施

現在実施されて
いる各種事業を
健康増進法等に
より漏れなく継続
して実施

法的に連携を担保

連
携
を
と
っ
て
総
合
的
に
健
康
増
進
を
推
進

連
携
を
と
っ
て
総
合
的
に
健
康
増
進
を
推
進



１．糖尿病等の生活習慣病の予備群に対する保健指導
・対象者の生活を基盤とし、対象者が自らの生活習慣における課題に気づき、健康的な行動変容の
方向性を自らが導き出せるように支援すること

・対象者に必要な行動変容に関する情報を提示し、自己決定できるように支援することであり、そのこと
によって、対象者が健康的な生活を維持できるよう支援すること

２．対象者ごとの保健指導プログラムについて
・保健指導の必要性ごとに「情報提供」「動機づけ支援」「積極的支援」に区分されるが、各保健指導
プログラムの目標を明確化した上で、サービスを提供する必要がある。

標 準 的 な 保 健 指 導

対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善のための自主的な取り組みを継続的に行う
ことができるようになることを目的とし、医師、保健師又は管理栄養士の面接・指導のもとに行動計
画を策定し、生活習慣の改善のための、対象者による主体的な取組に資する適切な働きかけを相
当な期間継続して行うとともに、計画の策定を指導した者が、計画の進捗状況評価と計画の実績評
価を行う。

積極的支援

対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善のための自主的な取り組みを継続的に行う
ことができるようになることを目的とし、医師、保健師又は管理栄養士の面接・指導のもとに行動計
画を策定し、生活習慣の改善のための取り組みに係る動機づけ支援を行うとともに、計画の策定を
指導した者が、計画の実績評価（計画策定の日から６ヶ月以上経過後に行う評価をいう。）を行う保
健指導をいう。

動機づけ

支援

自らの身体状況を認識するとともに、健康な生活習慣の重要性に対する理解と関心を深め、生活
習慣を見直すきっかけとなるよう、健診結果の提供にあわせて、基本的な情報を提供することをいう。情報提供

10



健康教育の歴史的変遷

知識（knowledge）→習慣（practices）→行為（actions）→行動（behavior）→ライフスタイル→QOL

1990年代 学習援助の時代
（健康学習：Empowerment）

1980年代 教育健診・教育介入の時代
（The PRECEDE framework）

1970年代 社会心理学の時代
（The Health Belief Model）

1950～60年代 知識・態度・習慣の時代（ＫＡＰ Model）

1940年代 知識普及の時代黎明期

確立期

発展期

成熟期

転換期学習援助型

指導型

11
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コンプライアンス行動の支援→自己コントロール
が出来るためのエンパワーメント

疾患管理モデル→生活支援モデル

生活習慣を改善する→改善していくプロセス

（習慣を変えるという課題に取り組むとき、普段の生
活を意識し、自分のどこに問題があるかを発見する
ことが不可欠である）

保健指導に係る発想の転換
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現在の生活習慣A

新たな生活習慣B

当事者自身による学習サイクルを作る仕掛け（保健指導）

（食の）実態を見る

（検査の）結果を見る

（食の）実態を見る

（検査の）結果を見る

実生活 実生活

基準との対比 基準との対比

実生活

グループ支援モデルで展開する保健指導イメージ



愛知県の３市（大府市、北名古屋市、東浦町）において、

調査研究を実施。
過去の基本健康診査等の結果から、動脈硬化のリスクが

高い者（ＢＭＩ、血圧、脂質、血糖を評価）を対象。
２７５名が本研究に参加。

【保健指導の内容：愛知県の場合】
○教 室 型：あいち健康の森健康科学総合センターにおいて、
３ヶ月間で８回の食事指導、運動講義及び実践等を実施。

○健康増進施設活用型：週１回健康増進施設において、食生活、
運動に関する実践指導を実施。

○ＩＴ活用型：参加者が自ら生活習慣の改善に取り組み、インターネッ

ト上で歩数、体重を報告。

調査の概要
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○教室型：体重３㎏の減少,腹囲男性４㎝、女性４.５㎝の減少，血圧、脂
質代謝、空腹時血糖で有意な改善

○健康増進施設型：体重１.３㎏の減少，腹囲男性２.１㎝、女性１.６㎝の
減少，空腹時血糖で有意な減少

結 果

図 教室型における体重及び腹囲の減少（参加者７１人の平均）
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開始時 3ヵ月後 6ヵ月後 12ヵ月後
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87.9
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*** †† ‡
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メタボリックシンドローム該当者、予備群者数の変化
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